




















































A Study of Community Practice by Social and Solidarity Economy for work integration.








（Work Integration Social Enterprise）という概
念が，欧州の社会的企業研究グループネット
ワークであるEMES学派により提言されてき



















































































































































































01 地元の祭りに参加している 66 33.7%
02 地元の会合に出席している 55 28.1%
03 地元の清掃活動等の行事に参加している 49 25.0%
04 地元自治体の自立支援協議会のメンバーになっている 81 41.3%
05 小～高校の福祉教育（学習）のプログラムの受け入れを行っている 65 33.2%
06 中学校のトライアルウィーク（職場体験）の受け入れを行っている 74 37.8%
07 ボランティアの受け入れを行っている 61 31.1%
08 広報誌を発行している 54 27.6%
09 HPやSNSを活用し，情報発信を行っている 88 44.9%
10 地元住民を対象とした行事やイベントを行っている 58 29.6%





01 地域の特性を意識している 111 56.6%
02 地域の要援護者の実態を意識している 90 45.9%
03 地域住民が共通して抱える課題を意識している 46 23.5%
04 地域内の社会資源を意識している 109 55.6%
05 相談し合える地域住民との関係性がある 59 30.1%
06 地域住民や地域内の事業者から寄付を募っている 10 5.1%
07 無効回答 23 11.7%
回答者数 196 　
出典：橋川他（2019）p185
表 4 　事業所の変化を構成する 3 つの合成変数の関係
　 組織マネジメント得点 利用者変化得点 地域関係得点
組織マネジメント得点 ― ― ―
利用者変化得点 .579** ― ―
地域関係得点 .597** .697** ―
























196 40 68 47 39 2 
100.0% 20.4% 34.7% 24.0% 19.9% 1.0%
新規に事業（サービス，商品）を開始（開発）した
196 35 65 34 59 3 
100.0% 17.9% 33.2% 17.3% 30.1% 1.5%
利用者が経営に参画するようになった
196 5 15 51 121 4 
100.0% 2.6% 7.7% 26.0% 61.7% 2.0%
事業所の収支が改善された
196 15 75 72 30 4 
100.0% 7.7% 38.3% 36.7% 15.3% 2.0%
独自事業による事業収入が拡大した
196 13 62 66 50 5 
100.0% 6.6% 31.6% 33.7% 25.5% 2.6%
地元に競合他社が生まれた
196 23 52 59 57 5 
100.0% 11.7% 26.5% 30.1% 29.1% 2.6%
外部に視察に出向く機会が増えた
196 11 64 81 35 5 
100.0% 5.6% 32.7% 41.3% 17.9% 2.6%
職員同士の連携が取れるようになった
196 25 134 29 5 3 
100.0% 12.8% 68.4% 14.8% 2.6% 1.5%
外部からの視察が増えた
196 35 88 50 20 3 








196 3 47 84 59 3 
100.0% 1.5% 24.0% 42.9% 30.1% 1.5%
利用者の賃金が上がった
196 46 121 20 8 1 
100.0% 23.5% 61.7% 10.2% 4.1% 0.5%
利用者の人間関係の幅が広がった
196 19 95 67 13 2 
100.0% 9.7% 48.5% 34.2% 6.6% 1.0%
利用者が仕事以外で外出する機会が増えた
196 12 94 64 21 5 
100.0% 6.1% 48.0% 32.7% 10.7% 2.6%
利用者と地域住民が関わる機会が増えた
196 6 66 101 21 2 










196 21 101 59 13 2 
100.0% 10.7% 51.5% 30.1% 6.6% 1.0%
地域社会と関わる意識を持つ職員が増えた
196 14 95 75 11 1 
100.0% 7.1% 48.5% 38.3% 5.6% 0.5%
事業を進めることが地域の課題解決につながった
196 8 57 98 28 5 
100.0% 4.1% 29.1% 50.0% 14.3% 2.6%
事業のこと等で相談し合える地域住民や地元関係者と
の関係性が広がった
196 9 66 89 30 2 
100.0% 4.6% 33.7% 45.4% 15.3% 1.0%
地元（自治会や町内会）の行事や会合に呼ばれる機会
が増えた
196 12 49 83 50 2 
100.0% 6.1% 25.0% 42.3% 25.5% 1.0%
事業運営等に関わる地域のボランティア数が増えた
196 0 18 90 82 6 
100.0% 0.0% 9.2% 45.9% 41.8% 3.1%
寄付が増えた
196 1 7 45 139 4 
100.0% 0.5% 3.6% 23.0% 70.9% 2.0%
地元の消費者や取引先が増えた
196 15 85 52 40 4 













































































































































































































































































































































































































































































































































9） 本 研 究 は， 第 1回 調 査 は JSPS科 研 費
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